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　（総則）

　（業務の予定量）

　（収益的収入及び支出）

　（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

企業債

他会計負担金

他会計補助金

国庫補助金

都補助金

負担金等 千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

第 １ 款

59,300

第 ６ 項 94,617

2,965第 ５ 項

第 ４ 項

533,969

332,700

22,754

21,633第 ３ 項

第 １ 項

第 ２ 項

資本的収入

㎥

千円

㎥

千円

10

千円

千円

千円

1,972,979

2,107,032

1,262,291

1,844,667

127,302

（４）

9,179,513

25,081

178,018② 雨水管渠整備事業

年間有収水量

59,890

一日平均有収水量

主要な建設改良事業

（２）

（３）

① 汚水管渠整備事業

第 ３ 条

収　　　　　　　　入

千円

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める｡

第 １ 項

第 １ 項 営業費用

第 ２ 項

営業収益 千円

第 ３ 項 特別利益 7,212 千円

第 １ 款

令和５年度　　東京都稲城市下水道事業会計予算　　　

（１）

第 ２ 条

42,507

業務の予定量は、次のとおりとする。

第 １ 条 令和５年度東京都稲城市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

世帯水洗化世帯

収　　　　　　　　入

千円

下水道事業費用

千円

837,529

千円

支　　　　　　　　出

第 １ 款

予備費 1,000第 ４ 項

営業外費用

下水道事業収益

営業外収益

支出額に対し不足する額450,073千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支
調整額20,912千円、過年度分損益勘定留保資金216,588千円及び当年度分損益勘定留
保資金212,57３千円で補塡するものとする。）。

第 ２ 項

第 ３ 項 特別損失
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建設改良費

企業債償還金

　（債務負担行為）

　（企業債）

　（一時借入金）

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

千円

　（他会計からの補助金）

水洗便所改造資金融資あっせん
利子補給

第 ７ 条

限度額期間事項

融資あっせん額に対する利子の1/2に相当する額
令和６年度から
令和８年度まで

証書借入
又  は

証券発行

起債の方法 償還の方法利率

3.5％以内

雨水（内水）浸水想定区域図作成
業務委託

令和５年度から
令和６年度まで

14,938千円
　ただし、業務経費が物価変動等に伴い変更された場合は、
変更前の経費と変更後の経費との差を加えた額とする。

第 ６ 条

（２）

限度額

千円74,500

258,200

第 ８ 条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める｡

一時借入金の限度額は、1,000,000千円と定める｡

（１）

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的

千円

支　　　　　　　　出

第 １ 款 資本的支出 984,042

575,689

千円

千円第 １ 項

千円

債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

408,353第 ２ 項

第 ５ 条

90,060千円である。

借入れのときから据置期間を含め40年
以内に償還する。ただし、財政その他
の都合により、据置期間及び償還年限
を短縮し、若しくは、繰上償還し、又は
低利に借り換えることができる。

営業費用、営業外費用及び特別損失の間

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

公         共
下水道事業

流　　　　域
下水道事業

（１）

ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、
利率の見直しを行った後に
おいては、当該見直し後の
利率

建設改良費と企業債償還金の間

92,737

い。

職員給与費

第 ９ 条

第１０条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、
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年 月

稲 城 市 長 髙 橋 勝 浩

令和 ５ ２ 27 日 提出
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東京都稲城市下水道事業会計予算に関する説明書
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1

1

2

3

2

1

2

3

4

5

6

7

3

1

1

1

2

3

4

5

6

2

1

2

3

1

4

1

特 別 損 失

予 備 費

1,000

1,000

予 備 費

10

過 年 度 損 益 修 正 損 10

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

雨 水 管 渠 費

減 価 償 却 費

総 係 費 184,224

58,092

72,384

汚 水 管 渠 費

1,112,538

127,302

66,947

60,355

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

資 産 減 耗 費 31,984

1 下 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

1,972,979

1,844,667

流 域 下 水 道 維 持 管 理 費 385,445

雑 収 益 1,530

支 出

款 項 目 予  定  額 備  考

（単位：千円）

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益 7,212

7,212

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 負 担 金

2

長 期 前 受 金 戻 入

8,596

746,164

他 会 計 補 助 金 68,427

国 庫 補 助 金

都 補 助 金

12,200

610

雨 水 処 理 負 担 金

1,198,354

63,774

そ の 他 営 業 収 益

営 業 外 収 益

163

837,529

1 下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

2,107,032

1,262,291

下 水 道 使 用 料

令和５年度    東京都稲城市下水道事業会計予算実施計画

収  益  的  収  入  及  び  支  出

収 入

款 項 目 予  定  額 備  考

（単位：千円）
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備  考

1 資 本 的 収 入

1 企 業 債

1 企 業 債

2 他 会 計 負 担 金

1 他 会 計 負 担 金

3 他 会 計 補 助 金

1 他 会 計 補 助 金

4 国 庫 補 助 金

1 国 庫 補 助 金

5 都 補 助 金

1 都 補 助 金

6 負 担 金 等

1 受 益 者 負 担 金

2 工 事 負 担 金

備  考

1 資 本 的 支 出

1 建 設 改 良 費

1 汚水管路建設改良費

2 雨水管路建設改良費

3 流 域 下 水 道 建 設 費

4 建 設 総 係 費

5 流 域 下 水 道 改 良 費

2 企 業 債 償 還 金

1 企 業 債 償 還 金

支       出

款 項 目

2,965

2,965

94,617

2,077

92,540

予   定   額

533,969

332,700

332,700

22,754

22,754

資   本   的   収   入   及   び   支   出

収       入

款 項 目 予   定   額

（単位：千円）

408,353

408,353

59,300

（単位：千円）

21,633

21,633

59,300

277,352

192,261

51,518

30,813

984,042

575,689

23,745
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１．業務活動によるキャッシュ・フロー （単位：千円）

127,480

1,112,538

31,984

△ 734

1

△ 753,375

△ 2

66,947

△ 2,907

2,327

0

584,259

2

△ 66,947

　 517,314

２．

△ 456,634

△ 68,422

56,604

43,673

86,015

△ 338,764

３．

332,700

△ 401,740

0

△ 6,613

△ 75,653

102,897

346,473

449,370

資金期首残高

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

その他の企業債による収入

その他の企業債の償還による支出

資金期末残高

負担金等による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

減価償却費

一般会計等からの繰入金による収入

国庫補助金等による収入

無形固定資産の取得による支出

有形固定資産の取得による支出

業務活動によるキャッシュ・フロー

受取利息及び配当金

長期前受金戻入額

資産減耗費

その他流動負債の増減額（△は減少）

資金増加額（又は減少額）

令和５年度   東京都稲城市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

利息及び配当金の受取額

当年度純利益

貸倒引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

小計

未払金の増減額（△は減少）

未収金の増減額（△は増加）

支払利息及び企業債取扱諸費

投資活動によるキャッシュ・フロー

利息及び企業債取扱諸費の支払額
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総括

（　)内は再任用で外数

給料及び職員手当の増減額の明細

昇給に伴う増分 203

その他の減分 △ 55 新陳代謝等による減分                     △ 55

給与改定に伴う増分 428

手　　　当 576

その他の減分 △ 400 新陳代謝等による減分 △ 400

昇給に伴う増分 347

給　　　料 △ 22

給与改定に伴う増分 31

0

２.

区　　　分 増減額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　　　　　　明

比　 較 △ 178 △ 26 0 80 0

本年度 1,611 6,325 881 750 15 3,885

前年度 1,789 6,351 881 670 15 3,885

手当の内訳 区分 扶 養 手 当 地 域 手 当
管 理 職

通 勤 手 当

比　 較 0
(0)

0
0 △ 22

特 殊

576

時 間 外

手 当 勤 務 手 当 勤 務 手 当

前年度 0
(0)
10

0 39,765 38,676

本年度 0
(0)

10
0 39,743 39,252

給 与 費

１.

区分
職　員　数　（人） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　給　　　　　与　　　　　費

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当
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（　)内は再任用で外数

人

　勤勉手当　支給率の増　0.10月

計　（A－B＋C） 10（0） 人 10（0） 人 0（0）

退職・異動 （B） 0（0） 人 1（0） 人 △1（0） 人

採用・再任用・異動 （C） 0（0） 人 0（0） 人 0（0） 人

職員数の異動状況 本年度 前年度 増減

現に在職する職員数 （A） 10（0） 人 11（0） 人 △1（0） 人

0 △ 3

（単位：千円）

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

0 0 483 △ 180 400 0

0 5,764

0 0 18,098 180 1,040 0 0 5,767

0 0 18,581 0 1,440 0

休 日 勤 務 退 職 手 当

勤 務 手 当 手 当 手 当 別 勤 務 手 当 手 当 組 合 負 担 金

554 △ 10 544

夜 間 宿 日 直 期 末 ・ 勤 勉
住 居 手 当 児 童 手 当

管 理 職 員 特

78,995 13,742 92,737

78,441 13,752 92,193

明 細 書

（単位：千円）

法定福利費 合　　　計 備　　　考
計
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給料及び職員手当の状況

職員１人当たり給与

初任給

級別職員数（再任用職員は外数のため、本表には含まれていません。）

（級別の基準となる職務）

行政職㈠ 部長 統括課長・課長 係長 副係長 主事

区　　　　分 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

１　　級 4 36.3

計 11 100.0

令 和 ３ 年 12 月 １ 日
現 在

４　　級 1 9.1

３　　級 3 27.3

２　　級 3 27.3

計 10 100.0

５　　級 0 0.0

２　　級 3 30.0

１　　級 4 40.0

５　　級 0 0.0

令 和 ４ 年 12 月 １ 日
現 在

４　　級 1 10.0

３　　級 2 20.0

Ⅲ　　　　　　類 152,200 154,600

（ウ）

区　　　分
行　　政　　職　㈠

級 職員数（人） 構成比（％）

Ⅰ　　　　　　類 187,900 189,700

Ⅱ　　　　　　類 162,500 －

歳 0 月

（イ） （単位：円）

区　　　　　分 行　政　職　㈠
国の制度

一般行政職

令和３年12月１日　現在

平  均  給  料  月  額 （円） 300,109

平  均  給  与  月  額 （円） 373,790

平     均      年     齢 （歳） 44

404,596

平     均      年     齢 （歳） 43 歳 0 月

３.

（ア）

区　　　　　　　　分 行　　政　　職　㈠

令和４年12月１日　現在

平  均  給  料  月  額 （円） 322,824

平  均  給  与  月  額 （円）
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昇給

期末手当・勤勉手当

前年度は改正前の支給率です。

定年退職及び応募認定退職に係る退職手当（令和４年12月１日現在）

（２％～45％加算）

（２％～10％加算）

国の制度
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職特例

支給率等

支給率等 23.00 30.50 43.00 43.00
定年前早期退職特例

その他の加算措置等 備考
（月分） （月分） （月分） （月分）

（カ）

区　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

国の制度
(1.15)

2.20
(1.15)

2.20
(2.30)

4.40
有

本年度
(1.20)

2.275
(1.20)

2.275
(2.40)

4.55 有
前年度

(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

(2.35)
4.45

区　　　分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率 支　給　率　計 職制上の段階、職務の

備考
６月（月分） 12月（月分） （月分） 級等による加算措置

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） 80 80

（オ） （　）内は再任用職員支給率

５号給 （人） 1 1

６号給 （人） 0 0

前
　
年
　
度

号 給 数 別 内 訳
３号給 （人） 0 0

４号給 （人） 6 6

１号給 （人） 1 1

２号給 （人） 0 0

10

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 8 8

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） 70 70

職 員 数 （Ａ） （人） 10

５号給 （人） 3 3

６号給 （人） 0 0

号 給 数 別 内 訳
３号給 （人） 1 1

４号給 （人） 3 3

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 7 7

（エ）

区　　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　計
職　　　　 　　　種

行　　政　　職　㈠

本
　
年
　
度

職 員 数 （Ａ） （人） 10

１号給 （人） 0 0

２号給 （人） 0 0

10

- 15 -



地域手当（令和４年12月１日現在）

特殊勤務手当

（％）

その他の手当（令和４年12月１日現在）

通勤手当 異なる

市 の 場 合 国 の 場 合

交通機関利用者運賃相当額 交通機関利用者運賃相当額

（６か月定期券等）を支給 （６か月定期券等）を支給

月額支給限度額　　55,000

住居手当 異なる

市 の 場 合 国 の 場 合

当該年度末に35歳未満で、自ら
居住するため住宅又は貸間を
借り受け、月額15,000円以上の
家賃を支払っている世帯主等
（管理職を除く）

15,000
借家又は借間に居住する職員

に対する支給限度額　　28,000

父　　　母　　　等
6,000

6,500
（課長職3,000）

満 16 歳 の 年 度 初 め か ら 満 22 歳 の
4,000 5,000

年 度 末 ま で の 子 １ 人 当 た り の 加 算 額

区　分
国の制度

差 異 の 内 容
との異同

扶養手当 異なる

扶 養 等 に よ る 区 分
市の場合

（部長職を除く。）
国の場合

配　　　偶　　　者
6,000

6,500
（課長職3,000）

子 9,000 10,000

（ケ） （単位：円）

（ク）

区　　　　　分 全職種

給 料 総 額 に 対 す る
0.04

比 率 （％）

支 給 対 象 職 員 の 比 率
100.00

（ 令 和 ４ 年 12 月 １ 日 現 在 ）

特 殊 勤 務
手 当 の 名 称 下水管渠

きょ

調査手当

支 給 対 象 職 員 数 （人） 10

国 の 指 定 基 準 に
（％） 15.0

基 づ く 支 給 率

（キ）

支 給 対 象 地 域 稲 城 市

支 給 率 （％） 15.0
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水洗便所改造資金融資あっせん
利子補給（令和４年度あっせん分）

融資あっせん額に対する利子の1/2
に相当する額

水洗便所改造資金融資あっせん
利子補給（令和５年度あっせん分）

融資あっせん額に対する利子の1/2
に相当する額

雨水（内水）浸水想定区域図作成業
務委託

14,938
　ただし、業務経費が物価変動等に
伴い変更された場合は、変更前の
経費と変更後の経費との差を加えた
額とする。

債 務 負 担 行 為

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 出 （ 見 込 ） 額

期 間 金 額
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（単位：千円）

国 ･ 都 支 出 金 地 方 債 そ の 他

令和５年度から
令和７年度まで

融資あっせん額に対
する利子の1/2に相
当する額

融資あっせん額
に対する利子の
1/2に相当する
額

令和６年度から
令和８年度まで

融資あっせん額に対
する利子の1/2に相
当する額

融資あっせん額
に対する利子の
1/2に相当する
額

令和５年度から
令和６年度まで

14,938
　ただし、業務経費
が物価変動等に伴
い変更された場合
は、変更前の経費と
変更後の経費との差
を加えた額とする。

5,670

9,268
　ただし、業務
経費が物価変
動等に伴い変
更された場合
は、変更前の経
費と変更後の経
費との差を加え
た額とする。

に 関 す る 調 書

当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
期 間 金 額 一 般 財 源
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１． 千円 千円 千円 千円

(1)

ｲ． 土 地 271,409

ﾛ． 構 築 物 31,550,834

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,103,629 26,447,205

ﾊ． 機 械 及 び 装 置 44,433

減 価 償 却 累 計 額 △ 22,339 22,094

ﾆ． 工 具 器 具 及 び 備 品 182

減 価 償 却 累 計 額 △ 173 9

ﾎ． 建 設 仮 勘 定 0

26,740,717

(2)

ｲ． 施 設 利 用 権 1,184,413

ﾛ． 電 話 加 入 権 576

1,184,989

27,925,706

２．

(1) 449,370

(2) 119,473

△ 995 118,478

567,848

28,493,554

令和５年度   東京都稲城市下水道事業予定貸借対照表

（令和６年３月31日）

資     産     の     部

有 形 固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金
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３． 千円 千円 千円

(1)

ｲ．
建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 3,937,833

ﾛ． そ の 他 の 企 業 債 17,675

3,955,508

3,955,508

４．

(1)

ｲ．
建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 335,235

ﾛ． そ の 他 の 企 業 債 6,613

341,848

(2) 119,716

(3)

ｲ． 賞 与 引 当 金 7,364

(4) 160

469,088

５．

(1) 22,143,659

(2) △ 3,625,904

18,517,755

22,942,351

６． 4,872,543

７．

(1)

ｲ． 受 贈 財 産 評 価 額 251,617

ﾛ． そ の 他 資 本 剰 余 金 0

251,617

(2)

ｲ． 当年度未処分利益剰余金 427,043

427,043

678,660

5,551,203

28,493,554

企 業 債

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

長期前受金収益化累計額

資 本 金

資 本 剰 余 金 合 計

長 期 前 受 金

未 払 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

負     債     の     部

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

資     本     の     部

資 本 剰 余 金

剰 余 金

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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１．営　業　収　益 （単位：千円）

(1) 下 水 道 使 用 料 1,062,911

(2) 雨 水 処 理 負 担 金 41,716

(3) そ の 他 営 業 収 益 1,280 1,105,907

２．

(1) 汚 水 管 渠 費 33,425

(2) 雨 水 管 渠 費 37,924

(3) 総 係 費 187,389

(4) 流域下水道維持管理費 347,607

(5) 減 価 償 却 費 1,102,930

(6) 資 産 減 耗 費 31,933 1,741,208

△ 635,301

３．

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 3

(2) 他 会 計 負 担 金 9,087

(3) 他 会 計 補 助 金 75,944

(4) 国 庫 補 助 金 1,300

(5) 都 補 助 金 65

(6) 長 期 前 受 金 戻 入 743,735

(7) 雑 収 益 1,407 831,541

４．

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 77,101

(2) 雑 支 出 4,192 81,293 750,248

114,947

５．

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 0

(2) そ の 他 特 別 利 益 3,405 3,405

６．

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 12

(2) そ の 他 特 別 損 失 0 12 3,393

118,340

0

181,223

299,563

経　常　利　益

特  別  利  益

特  別  損  失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

営 業 外 費 用

　令和４年度   東京都稲城市下水道事業予定損益計算書
（令和４年４月1日から令和５年３月31日まで）

営　業　費　用

営　業　利　益

営 業 外 収 益
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１． 千円 千円 千円 千円

(1)

ｲ． 土 地 271,409

ﾛ． 構 築 物 31,131,814

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,070,364 27,061,450

ﾊ． 機 械 及 び 装 置 44,134

減 価 償 却 累 計 額 △ 18,751 25,383

ﾆ． 工 具 器 具 及 び 備 品 182

減 価 償 却 累 計 額 △ 173 9

ﾎ． 建 設 仮 勘 定 0

27,358,251

(2)

ｲ． 施 設 利 用 権 1,185,558

ﾛ． 電 話 加 入 権 576

1,186,134

28,544,385

２．

(1) 346,473

(2) 116,566

△ 994 115,572

462,045

29,006,430

有 形 固 定 資 産 合 計

令和４年度   東京都稲城市下水道事業予定貸借対照表

（令和５年３月31日）

資     産     の     部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金
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３． 千円 千円 千円

(1)

ｲ．
建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 3,940,368

ﾛ． そ の 他 の 企 業 債 24,288

3,964,656

3,964,656

４．

(1)

ｲ．
建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 401,740

ﾛ． そ の 他 の 企 業 債 6,613

408,353

(2) 117,280

(3)

ｲ． 賞 与 引 当 金 7,420

(4) 160

533,213

５．

(1) 21,971,011

(2) △ 2,886,173

19,084,838

23,582,707

６． 4,872,543

７．

(1)

ｲ． 受 贈 財 産 評 価 額 251,617

ﾛ． そ の 他 資 本 剰 余 金 0

251,617

(2)

ｲ． 当年度未処分利益剰余金 299,563

299,563

551,180

5,423,723

29,006,430

流 動 負 債

負     債     の     部

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

資     本     の     部

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
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（１） 有形固定資産

・ 減価償却の方法 定額法による。

・ 主な耐用年数

構築物 50年

機械及び装置 ８～20年

工具器具及び備品 ５年

（２） 無形固定資産

・ 減価償却の方法 定額法による。

・ 主な耐用年数

施設利用権 35年

（１） 退職給付引当金

（２） 賞与引当金

（３） 法定福利費引当金

（４） 貸倒引当金

（１） 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

（１）

稲城市公共下水道事業は、公共下水道事業のみの単一セグメントのため、記載を省略している。

　　  １　固定資産の減価償却の方法

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

　　　　　予定のものを含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は235,919千円である。

　　  １　企業債の償還に係る他会計の負担

　　  ３　消費税及び地方消費税の会計処理

　Ⅱ　予定貸借対照表等関連

　　  ２　引当金の計上方法

　 職員の退職手当は、東京都市町村職員退職手当組合へ負担している普通負担金を除き、
一般会計がその全部を負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。

　 職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度
の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。

　 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上して
いる。

　 職員の期末勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額
に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。

　Ⅰ　重要な会計方針に係る事項

　　　 地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

注　　記

　Ⅲ　セグメント情報の開示

　　  １　セグメント情報
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１年内 円
１年超 円
計 円240,240

　Ⅳ　リース契約により使用する固定資産

　　  １　リース会計に係る特例措置
　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計
処理を行っている。

　　  ２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
240,240

0
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0

3,669

22,055

△ 1,119

14,872

1

185

812

2,429

1,257,106

1,214,105

41,719

1,282

822,657

3 特 別 利 益

1

68,427

746,164

1,530

7,212

他 会 計 補 助 金

そ の 他 特 別 利 益

4 12,200

3,543

2 他 会 計 負 担 金

7 雑 収 益

8,411

67,615

743,735

1,530

3,543

6 長 期 前 受 金 戻 入

8,596

3

2 営 業 外 収 益

1 受 取 利 息 及 び 配 当 金 12

3 そ の 他 営 業 収 益

1,262,291

1,198,354

5,185

△ 15,751

63,774

163

837,529

3,6697,212

令 和 ５ 年 度         東 京 都 稲 城 市 下 水 道

収   益   的   収   入

収      入

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較増減

2 雨 水 処 理 負 担 金

1 営 業 収 益

1 下 水 道 使 用 料

1 下 水 道 事 業 収 益 2,107,032 23,7262,083,306

1,300 10,900

5 610 65 545

国 庫 補 助 金

都 補 助 金
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1 そ の 他 特 別 利 益

1,529

2預金利息

8,596

延滞金

1,529

7,212

2

8,596

68,427

746,164

1

下水道施設占用料

7,212

そ の 他 雑 収 益

その他特別利益

1 延 滞 金 1

2

1 長 期 前 受 金 戻 入 746,164長期前受金戻入

1 一 般 会 計 補 助 金 68,427一般会計補助金

1 預 金 利 息

1 一 般 会 計 負 担 金 一般会計負担金

13公共下水道台帳複写金

2 雑 収 益 20 川崎市下水排除負担金 20

1 下 水 道 使 用 料 1,198,354

1

1 一 般 会 計 負 担 金 63,774

手 数 料

1,198,354下水道使用料

63,774一般会計負担金（雨水）

指定工事店登録手数料143 130

事 業 会 計 予 算 実 施 計 画 説 明 書

及   び   支   出

節
説                               明

区                 分 金         額

（単位：千円）

1 国 庫 補 助 金 12,200 社会資本整備総合交付金等 12,200

1 都 補 助 金 610 市町村下水道事業都費補助金等 610
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比較増減前年度予定額

1 汚 水 管 渠 費 36,564 21,528

1,844,667

58,092

1 下 水 道 事 業 費 用 1,972,979

1,782,228

2 雨 水 管 渠 費

1

72,384 41,719

3 総 係 費

50,489

62,439

1,922,490

営 業 費 用

30,665

5,588184,224 178,636

支 出

款 項 目 本年度予定額
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遮水渠改修工事 5,687

25,102

7 材 料 費

613

18,368

4,700

8,133

109管理用消耗品

29,093職員7人

24,507

8,683都道等補修工事に伴う人孔嵩高調整

手当

4,587舗装修繕等

1,446マンホールポンプ運転電気料

310

管渠等調査清掃委託料

5,057

59

28,739

マンホールポンプ修繕 614

都市下水路樋門点検委託料 186

下水道施設点検調査委託料

マンホールポンプ保守点検委託料

403

（単位：千円）

3 賞 与 引 当 金 繰 入 額

24,507

4,573

12,770

節
説                               明

区                 分 金         額

2 光 熱 水 費

3

2 修 繕 費 都道等補修工事に伴う人孔嵩高調整

10,581

草刈等業務委託料

1 備 消 品 費 109

4

5

1 給 料

マンホールポンプ発報装置電話料

公共下水道台帳システム運用支援委託料

372公共下水道用地借上料

47,259

1 委 託 料

1,446

通 信 運 搬 費

6

310

37,188委 託 料

修 繕 費

8,780

241

4,573賞与引当金繰入額

雨水（内水）浸水想定区域図作成業務委託料

1,732管渠等調査清掃委託料

22,781

公共下水道台帳システムに係る電算機器賃借料

舗装修繕等

緊急用修繕

58

4,425緊急用修繕

舗装復旧材等

賃 借 料

備品他

手 当

58

29,093

法定福利費引当金繰入額

通 信 運 搬 費

材 料 費 23 舗装復旧材等 23

5 法定福利費引当金繰入額

38郵便料等

4 法 定 福 利 費 9,161

2

3

80

193

5,987

38

865

6 旅 費

9

7 備 消 品 費

8

委 託 料

公営企業会計システム運用等委託料 3,575

2,156積算システム保守及びデータ改定作業委託料

19レベル調整検定委託料

事務用消耗品 97

東京都市町村職員共済組合負担金 8,623

436

80普通旅費

96事業用消耗品

　　　　〃　　　　追加費用

1　　　　〃　　　　既裁定年金負担金

101地方公務員災害補償基金負担金

237積算システム電算機器構築作業委託料

865
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4 予 備 費

1 予 備 費

1,000 0

1 過 年 度 損 益 修 正 損

0

1210 △ 2

2 消費税及び地方消費税 60,355

1,000

1,000

1,000

10 12

62,149

3 特 別 損 失 △ 2

1 支 払 利 息 及 び

2 営 業 外 費 用

△ 1,794

企 業 債 取 扱 諸 費

127,302 139,250 △ 11,948

66,947 77,101 △ 10,154

5 減 価 償 却 費 1,112,538 1,111,007 1,531

前年度予定額 比較増減

1 1 3

款 項 目 本年度予定額

4 流域下水道維持管理費 385,445 382,369 3,076

6 資 産 減 耗 費 31,984 31,933 51
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積算システムライセンス使用料 704

使 用 料

11 手 数 料 5 口座振替手数料 5

2 無形固定資産減価償却費 69,567 流域下水道施設利用権 69,567

14 厚 生 費 職員厚生費等 170170

15 補 助 交 付 金 4 水洗便所改造促進資金補助及び融資あっせん利子補給 4

過年度損益修正損 10

1 消費税及 び地方消費税

1 予 備 費 1,000予備費1,000

1 66,947 66,947長期債利子

31,9841 固 定 資 産 除 却 費

企 業 債 利 息

60,355消費税及び地方消費税60,355

（単位：千円）

1,042,971

電子複写機使用料

153

98

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習負担金

399

180下水道賠償責任保険料

385,445

1,042,971構築物、機械及び装置他

水質検査業務共同実施に係る費用負担金 941

流域下水道維持管理負担金 384,504

107,644

22

250下水道協会負担金

負 担 金

131日本下水道事業団研修費負担金

1 有形固定資産減価償却費

17 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

180

1 負 担 金

399 貸倒引当金繰入額

1 過 年 度 損 益 修 正 損 10

31,984 構築物他

節
説                               明

区                 分 金         額

10

12

13

108,014 下水道使用料徴収委託負担金

802

研 修 費

都道監督事務費負担金
多摩地区積算施工適正化委員会負担金

16 保 険 料

20

100
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1,1151 都 補 助 金 2,965

5 都 補 助 金 2,965 1,850 1,115

他 会 計 補 助 金 21,633

21,633

29,948

1,573

1,573

457,951

166,400

166,400

29,948

76,018

166,300

166,300

△ 7,194

△ 7,194

3 他 会 計 補 助 金

1 国 庫 補 助 金 59,300 22,300

1

4 国 庫 補 助 金 59,300 37,000 22,300

6 負 担 金 等

1 受 益 者 負 担 金

202,693

2 工 事 負 担 金

△ 108,076

884

94,617

2,077 1,193

92,540 △ 108,960

20,060

20,060

37,000

201,500

1,850

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較増減

2 他 会 計 負 担 金

1 他 会 計 負 担 金

22,754

22,754

収     入

資    本    的    収    入

533,969

1 企 業 債

1 企 業 債

332,700

332,700

1 資 本 的 収 入

- 34 -



74,500流 域 下 水 道 事 業 債2

258,200公共下水道事業債

74,500流域下水道事業債

1 国 庫 補 助 金 59,300

1 公 共 下 水 道 事 業 債 258,200

22,7541 一 般 会 計 負 担 金 22,754

21,633一般会計補助金

59,300社会資本整備総合交付金

2,965市町村下水道事業都費補助金

1 一 般 会 計 補 助 金 21,633

一般会計負担金

受益者負担金2,0771 受 益 者 負 担 金 2,077

1 都 補 助 金 2,965

1 土地区画整理組合負担金 92,540 土地区画整理組合負担金 92,540

及    び    支    出

節
説                               明

区                 分 金         額

（単位：千円）
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1 企 業 債 償 還 金 408,353 453,676 △ 45,323

128,553

2 企 業 債 償 還 金 408,353 453,676 △ 45,323

4 建 設 総 係 費 30,813 30,827 △ 14

201,296

1 建 設 改 良 費 575,689 447,136

2 雨水管路建設改良費 192,261 147,382 44,879

3 流 域 下 水 道 建 設 費 51,518 43,193 8,325

76,056

支 出

款 項 目 本年度予定額

1 資 本 的 支 出 984,042 900,812 83,230

比較増減前年度予定額

1 汚水管路建設改良費 277,352

5 流 域 下 水 道 改 良 費 23,745 24,438 △ 693
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1,621賞与引当金繰入額

100都道監督事務費負担金

10,650職員3人

4,076受益者負担金賦課徴収業務委託料

33郵便料等

法定福利費引当金繰入額

受益者負担金納期前納付報奨金 395

124普通旅費

305

3,212東京都市町村職員共済組合負担金

408,353長期債元金

事務用消耗品 65

199日本下水道事業団研修費負担金

職員厚生費等 73

流域下水道改良費負担金 23,745

刊行物掲載単価データ利用料 429

305

3956 報 償 費

12 使 用 料 429

166　　　　〃　　　　追加費用

1　　　　〃　　　　既裁定年金負担金

32地方公務員災害補償基金負担金

781 下水道一般図 781

1 企 業 債 償 還 金 408,353

13

研 修 費

15 厚 生 費

14

124

11 委 託 料 4,076

199

100

10 通 信 運 搬 費 33

73

負 担 金

1 負 担 金 23,745

9 印 刷 製 本 費

（単位：千円）

節
説                               明

区                 分 金         額

2 補 償 及 び 賠 償 金 500

1 委 託 料 115,861

10,723公共汚水ます設置工事等

115,861公共下水道南山東部土地区画整理事業業務委託料等

4 工 事 請 負 費
多３・４・12号読売ランド線汚水管整備工事（その３） 59,890

500公共下水道事業物件補償

3 負 担 金 10,000 多３・４・12号読売ランド線工事負担金 10,000

多７・５・３号線汚水管整備工事

3

8 備 消 品 費 65

1 委 託 料 190,261

150,991

負 担 金 51,5181

賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,621

7 旅 費

4 法 定 福 利 費 3,411

5 法定福利費引当金繰入額

2 手 当 8,551

1 給 料 10,650

54,516土地区画整理事業地内等汚水管工事

178,018公共下水道南山東部土地区画整理事業業務委託料等

51,518流域下水道南多摩処理区建設費負担金

8,551手当

25,862

鶴川街道百村地区（雨水）基本設計委託料 12,243

2 補 償 及 び 賠 償 金 2,000 公共下水道事業物件補償 2,000
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